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山梨県

平成28年度 第２回 精神障害者の地域移行担当者等会議「事前課題」シート

みんな地域移行するまで続けます！
～やる気スイッチをオンにしっぱなし作戦～

山梨県では・・・・平成２４年度に県自立支援協議会に地域移行部会を設置、平成
２５年度に「地域移行を誰もが当たり前に語れる社会の実現」を目指し、「官民協働
による地域づくりプロジェクト会議」を立ち上げた。以降、毎年会議や研修を重ねな
がら、地域移行を推進する人材の育成に取り組んできた。現在は、より実行性のある
しくみにするために圏域単位から市町村単位の実践へのシフトを進めている。
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山梨県

山梨県

障害保健福祉圏域数（H28） 4カ所

市町村数（H28年１２月末） 27市町村

人口（H2９年１月１日） 約829,000人

精神科病院の数（H28年１２月末） 11病院

精神科病床数（H28年１２月末） ２３２５床

入院精神障害者数
（H28年6月末）

3か月未満：４３４人（23％）

３か月以上１年未満：２６５人 (14％）

１年以上：1192人（63％）

うち65歳未満：499人

うち65歳以上：693人

退院率（H28年6月末）

入院後３か月時点：59％

入院後６か月時点：87％

入院後１年時点：94％

相談支援事業所数（H28年１２月末）

基幹相談支援センター：８

指定一般相談事業所数：２３

指定特定相談事業所数：８７

障害福祉サービスの利用状況
（H27年度対象延人数）

地域移行支援サービス：５８人

地域定着支援サービス：１３８人

保健所（H28年度） ４カ所１支所

（自立支援）協議会の開催頻度（H28
年度予定）地域移行部会

地域i移行部会１０回／年

精神障害にも対応した地域包括ケアシ
ステムの構築に向けた保健・医療・福
祉関係者による協議の場の有無と数

都道府県 有・無 1カ所

障害保健福祉圏域 有・無 5カ所

市町村 有・無 7カ所

精神保健福祉審議会（H28年） 1回／年、委員数16人

基本情報

１１ 県又は政令市の基礎情報県又は政令市の基礎情報
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22 地域移行推進に向けた取組概要（全体）地域移行推進に向けた取組概要（全体）

山梨県

・ 実施主体 実施内容

県障害福祉課
担当者会議等において市町村への周知、官民協働プロジェクト会議の人材の活用の検討
他分野（高齢者等）における地域包括ケアシステムの状況把握

保健所 地域移行推進のための地域移行・定着推進会議の準備

精神保健福祉センター 地域移行推進のための人材育成研修の準備・ピアサポ研修開催

自立支援協議会地域移行部会 官民協働プロジェクト会議の人材の活用の検討

県障害福祉課 県自立支援協議会地域移行部会運営

保健所 地域移行推進のための地域移行・定着会議の開催

精神保健福祉センター 地域移行推進のための人材育成研修開催・ピアサポ研修開催

自立支援協議会地域移行部会 地域移行推進のための人材育成研修への協力・県施策への提言

平成28年度
残り２ヶ月

平成29年度

その他関係機関等の役割：

精神科病院～長期入院者の減少、新たな長期入院者をつくらない取り組みを行う
相談支援事業所～精神科病院と地域をつなぐ架け橋的役割をタイムリーに行う
ピアサポーター～地域移行した患者が安心して地域生活を送れるようサポーターとなる

県機関としての取り組み
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関係機関の役割

市町村ごとの
保健・医療・福
祉関係者による
協議の場

協議体の名称
設置根拠 (K市）自立支援協議会地域移行部会

協議の内容
• 関係機関の情報交換・情報共有
• 社会資源の開発に向けた検討
• 地域移行、地域定着支援利用についての協議

協議の結果としての
成果

• 地域移行・地域定着支援事業利用数の増加
• 関係機関・事業所間の連携強化
• 地域診断に向けた情報収集

障害保健福祉
圏域ごとの保
健・医療・福祉
関係者による協
議の場

協議体の名称
設置根拠 （K圏域）地域移行・地域定着推進協議会

協議の内容
・圏域内医療機関の状況（長期入院者数、状況、病院の取り組み内容等）の情報共有
・基幹相談支援センターの取り組み状況、課題等の情報共有
・圏域内における協議の場のあり方について検討

協議の結果としての
成果

・医療、市町村、その他関係者が顔の見える関係性を構築できた
・圏域の課題、各市町の取り組み状況の違いを確認するとともに今後の取り組みを検討できた

都道府県ごと
の保健・医療・
福祉関係者に
よる協議の場

協議体の名称
設置根拠 県自立支援協議会地域移行部会

協議の内容

・地域移行に関する状況把握、課題抽出、対応策検討
・精神科病院、市町村、障害者福祉サービス事業者等に対する研修会の内容と運営
・地域移行のためのハンドブック作成の検討
・圏域単位の協議の場のあり方検討

協議の結果としての
成果

・本県の地域移行に関する現状把握
・精神科病院、市町村、障害者福祉サービス事業者等に対する研修会の実施
・地域移行のためのハンドブック作成と配布
・圏域単位の取り組みが促進（市町村単位の地域移行部会が設置された）

山梨県

３３ 地域移行推進に取り組む市・圏域（例）地域移行推進に取り組む市・圏域（例）
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山梨県

・

４４ 地域移行推進に向けた取組の経緯地域移行推進に向けた取組の経緯
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１．コンパクトさを活かし、官民共同の顔の見える連携体制が構築されている
２．モデル的な取り組みが波及しやすい
３．精神障害者の地域移行に特化したピアサポーターが養成されている

山梨県

特徴（強み）

５５ 地域移行推進に向けた取組における強みと課題地域移行推進に向けた取組における強みと課題

１．圏域単位での協議の場の確立→保健所毎に地域移行・地域定着推進協議会の設置済み
２．人材育成研修の継続（看護職にも）→看護職も含めての人材育成研修実施済み
３．精神障害者の地域移行支援のためのハンドブックの作成→作成と配布済み

１．圏域、市町村ごとに取り組みの差が生じている
２．協議の場が未整理状態（同じような会議が点在）
３．ピアサポーターの今後の活躍の場が不透明

課題

指標の推移 平成25年度 平成26年度 平成27年度

１年以上の精神科病院在院患者数 （各年6月30日現在） （人） １３０５ １２８８ １２４９

地域移行支援利用者数（各年度３月末月時点）（人） １３ １８ ５８

ピアサポーターの養成者数※（実人数）（人）
※ピアサポーターの養成を目的とした取組を実施している場合

２５ ２５ ３１

ピアサポーターの活動者数（実人数）（人） ２５

平成２８年度の目標と達成状況の方向性（暫定評価）
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山梨県

時期（月） 実施内容 担当

Ｈ２９．３月

４月

４～１０月

１１月

通年

・市町村担当者会議で市町村（事業所）に周知
・高齢者分野等の地域包括ケアシステムの現状把握

・官民協働プロジェクト会議メンバーを圏域に位置づけるための連絡会等の
開催

・障害福祉計画、介護保険事業計画、医療計画策定作業との連携

・地域移行支援関係者研修会の実施

・圏域単位・市町村単位の取り組みをバックアップ
・圏域単位の協議の場の運営と市町村の協議の場の設置支援

障害福祉課

障害福祉課
地域移行部会

障害福祉課
地域移行部会

精神保健福祉センター・
地域移行部会

地域移行部会
保健所

６６ 地域移行推進に向けた平成２９年度の取組スケジュール地域移行推進に向けた平成２９年度の取組スケジュール

１．障害保健福祉圏域及び市町村ごとの協議の場の運営と支援体制の構築を図る
２．地域移行推進に向けた研修会を実施する
３．ピアサポーターの活躍の場（雇用も含め）の拡大を図る

平成２９年度の目標


